
JP 2018-533349 A 2018.11.8

10

(57)【要約】
　受電側１０５に電力を誘導的に伝送する給電側１０１
は、送信側コイル１０３を含む共振回路２０１を含む。
ドライバ２０３は、共振回路２０１のための駆動信号を
生成し、データ受信機５１３は、通信時間間隔中、受電
側１０５によって電力伝送信号上に負荷変調されたメッ
セージを受信する。誤差ユニット５０７は、コイル電流
誤差を求め、制御ループ５１１は、コイル電流誤差に応
じて送信側コイル１０３を流れる電流を制御し、制御ル
ープ５１１は、通信時間間隔中にアクティブである。制
御ループのループ応答は、低減された制御範囲外のコイ
ル電流誤差指標と比較して、低減された制御範囲内のコ
イル電流誤差について減衰され、低減された制御範囲は
、ゼロコイル電流誤差を含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受電装置に電力を誘導的に伝送するための給電装置であって、前記給電装置は、
　前記受電装置に電力をワイヤレス伝送するための電力伝送信号を生成する送信側コイル
を含む共振回路と、
　前記共振回路のために、駆動周波数を有する駆動信号を生成するドライバと、
　前記送信側コイルの測定電流と前記送信側コイルの目標電流との間の差を示すコイル電
流誤差指標を決定するエラーユニットと、
　通信時間間隔中に前記受電装置によって前記電力伝送信号上に負荷変調されたメッセー
ジを受信するための受信機と、
　前記コイル電流誤差指標に応じて前記送信側コイルを流れる電流を制御する制御ループ
であって、通信時間間隔中にアクティブである、前記制御ループとを備え、
　少なくとも通信時間間隔中、前記制御ループのループ応答は、低減された制御範囲外の
コイル電流誤差指標と比較して、前記低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標につい
て減衰され、前記低減された制御範囲は、ゼロコイル電流誤差に対応するコイル電流誤差
指標値を含む、給電装置。
【請求項２】
　前記制御ループのループゲイン及び更新レートのうちの少なくとも１つは、前記低減さ
れた制御範囲内の前記コイル電流誤差指標について、実質的にゼロである、請求項１に記
載の給電装置。
【請求項３】
　通信時間間隔外において、通信時間間隔中よりも強いループ応答を有するように前記制
御ループを制御するアダプタを備える、請求項１に記載の給電装置。
【請求項４】
　前記アダプタは、通信時間間隔外において、前記コイル電流誤差指標の少なくとも一部
の値について、通信時間間隔中よりも、より高いループゲイン及びより高いループ更新レ
ートのうちの少なくとも１つを適用する、請求項３に記載の給電装置。
【請求項５】
　前記受電装置からのメッセージのための所定のプリアンブルパターンを前記受信機が検
出することに応じて、通信時間間隔の開始を決定する通信タイマーを更に備える、請求項
３に記載の給電装置。
【請求項６】
　少なくとも一部の通信時間間隔を、周期的に繰り返される時間間隔として決定する通信
タイマーを更に備える、請求項３に記載の給電装置。
【請求項７】
　前記アダプタは、通信時間間隔外で、前記低減された制御範囲のサイズを減少させる、
請求項３に記載の給電装置。
【請求項８】
　前記アダプタは、通信時間間隔中において、非対称ループ応答を実行し、通信時間間隔
外において、対称ループ応答を実行するように、制御ループを制御し、対称ループ応答は
同一の絶対値を有するが符号が反対のコイル電流誤差に対して同じ絶対ループ応答を提供
し、少なくとも一部のコイル電流誤差のための非対称ループ応答は同じ絶対値を有するが
符号が反対のコイル電流誤差に対して異なる絶対ループ応答を提供する、請求項３に記載
の給電装置。
【請求項９】
　前記非対称応答は、前記送信側コイルを流れる電流の増加を許容しない、請求項８に記
載の給電装置。
【請求項１０】
　前記制御ループの絶対フィードバックゲイン及び更新レートのうちの少なくとも１つは
、前記コイル電流誤差指標の絶対値の単調増加関数である、請求項１に記載の給電装置。
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【請求項１１】
　前記制御ループは、異なるループ応答を有する複数のモードをサポートし、前記複数の
モードは、他のモードのループ応答と比較して、ループ応答が減衰される低減された制御
モードを含み、さらに、前記コイル電流誤差指標に応じて前記制御ループのモードを切り
替えるアダプタを備え、前記アダプタは、前記コイル電流誤差指標が前記低減された制御
範囲内にあるとの判定に応じて、低減されたモードに切り替える、請求項１に記載の給電
装置。
【請求項１２】
　前記制御ループは、前記受電装置から受信した電力制御メッセージに応じて前記目標電
流を決定する、請求項１に記載の給電装置。
【請求項１３】
　前記制御ループは、前記駆動信号のデューティサイクル、前記駆動周波数、及び電圧振
幅のうちの少なくとも１つを制御することによって、電流を制御する、請求項１に記載の
給電装置。
【請求項１４】
　給電装置と受電装置と
を備えるワイヤレス電力伝送システムであって、前記給電装置は
　前記受電装置に電力をワイヤレス伝送するための電力伝送信号を生成する送信側コイル
を含む共振回路と、
　前記共振回路のために、駆動周波数を有する駆動信号を生成するドライバと、
　前記送信側コイルの測定電流と前記送信側コイルの目標電流との間の差を示すコイル電
流誤差指標を決定するエラーユニットと、
　通信時間間隔中に前記受電装置によって前記電力伝送信号上に負荷変調されたメッセー
ジを受信するための受信機と、
　前記コイル電流誤差指標に応じて前記送信側コイルを流れる電流を制御する制御ループ
であって、通信時間間隔中にアクティブである、前記制御ループとを備え、
　少なくとも通信時間間隔中、前記制御ループのループ応答は、低減された制御範囲外の
コイル電流誤差指標と比較して、前記低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標につい
て減衰され、前記低減された制御範囲は、ゼロコイル電流誤差に対応するコイル電流誤差
指標値を含む、ワイヤレス電力伝送システム。
【請求項１５】
　受電装置に電力を誘導的に伝送するための給電装置の動作方法であって、前記給電装置
は、前記受電装置に電力をワイヤレス伝送するための電力伝送信号を生成する送信側コイ
ルを含む共振回路を備え、前記方法は、
　前記共振回路のために、駆動周波数を有する駆動信号を生成するステップと、
　前記送信側コイルの測定電流と前記送信側コイルの目標電流との間の差を示すコイル電
流誤差指標を決定するステップと、
　通信時間間隔中に前記受電装置によって前記電力伝送信号上に負荷変調されたメッセー
ジを受信するステップと、
　通信時間間隔中にアクティブである制御ループが、前記コイル電流誤差指標に応じて前
記送信側コイルを流れる電流を制御するステップとを備え、
　少なくとも通信時間間隔中、前記制御ループのループ応答は、低減された制御範囲外の
コイル電流誤差指標と比較して、前記低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標につい
て減衰され、前記低減された制御範囲は、ゼロコイル電流誤差に対応するコイル電流誤差
指標値を含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、誘導電力伝送に関し、特に、限定的ではないが、ワイヤレス電力伝送用のＱ
ｉ仕様と互換性のある要素を用いた誘導電力伝送を提供する給電装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　今日のほとんどのシステムは、外部電源から電力を受け取るには専用の電気接点を必要
とする。しかし、これは非実用的な場合が多く、ユーザがコネクタを物理的に挿入したり
、又は他の方法で物理的な電気的接触を確立することを要求する。典型的には、電力要件
も大きく異なり、現在、ほとんどの装置が専用の電源を備えているので、通常、ユーザは
多数の異なる電源を有し、各電源は特定の装置専用である。内蔵バッテリの使用は、使用
中に電源に有線接続する必要をなくし得るが、バッテリの再充電（又は交換）が必要であ
ることがから、これは部分的な解決策に過ぎない。バッテリの使用はまた、装置の重量、
並びに潜在的にコスト及びサイズを大きく増加させるおそれがある。
【０００３】
　大幅に改善されたユーザ体験を提供するために、電力が給電装置の送信側コイルから個
々の装置の受信側コイルに誘導伝送されるワイヤレス電源を使用することが提案されてい
る。
【０００４】
　磁気誘導による電力伝送はよく知られている概念であり、多くの場合、一次送信側コイ
ルと二次受信側コイルとの間に密結合を有するトランスに適用される。一次送信側コイル
と二次受信側コイルを２つの装置に分けることにより、疎結合トランスの原理に基づき、
これらの間のワイヤレス電力伝送が可能になる。
【０００５】
　このような構成は、ワイヤ又は物理的な電気的接続の確立を必要とすることなく、装置
へのワイヤレス電力伝送を可能にする。実際に、これは、単に送信側コイルの隣に又は上
にデバイスを配置するだけで、デバイスの外部充電又は給電を可能にし得る。例えば、給
電装置は、給電のためにデバイスを簡単に置くことができる水平面を有し得る。
【０００６】
　さらに、このようなワイヤレス電力伝送構成は、給電装置が様々な受電装置と共に使用
可能であるように好適に設計され得る。特に、Ｑｉ仕様と呼ばれるワイヤレス電力伝送方
法が規定されており、現在もさらに発展している。この技術は、Ｑｉ仕様を満たす電力伝
送装置を、同じくＱｉ仕様を満たす電力受信装置と共に使用することを可能にし、両装置
は、同じ製造業者からのものである必要はなく、また、互いに専用に設計されたものであ
る必要もない。Ｑｉ規格はさらに、特定の受電装置に対して動作を適合させるための機能
をいくらか含む（例えば、特定の電力ドレインに依存して）。
【０００７】
　Ｑｉ仕様はＷｉｒｅｌｅｓｓ　Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍによって開発されて
おり、詳細は、例えば同団体のＷｅｂサイト（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉｒｅｌｅｓｓ
ｐｏｗｅｒｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ．ｃｏｍ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ）で見つけることがで
き、ここでは特に、規定された仕様のドキュメントを見つけることができる。
【０００８】
　例えばＱｉのような多くのワイヤレス電力伝送システムは、受電装置から給電装置への
通信をサポートし、これにより、受電装置が給電装置に情報を提供し、給電装置が特定の
受電装置に、又は受電装置によって体験される特定の条件に適合することを可能にする。
【０００９】
　多くのシステムでは、このような通信は電力伝送信号の負荷変調による。具体的には、
受電装置によって二次受信側コイルに加えられる負荷を変動させて電力信号の変調を提供
する負荷変調を受電装置が実行することによって通信が達成される。結果として生じる電
気的特性の変化（例えば、送信側コイルの電流における変化）は、給電装置によって検出
及び復号（復調）され得る。
【００１０】
　したがって、物理層において、受電側から送電側への通信チャネルは、電力信号をデー
タキャリアとして使用する。受電側は、送信側コイル電流又は電圧の振幅及び／又は位相
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の変化によって検出可能な負荷変調を行う。
【００１１】
　Ｑｉにおける負荷変調の適用についてのより詳細な情報は、例えば、Ｑｉワイヤレス電
力仕様（ｖｅｓｒｉｏｎ１．０）の第１部、第６章において見つけることができる。
【００１２】
　Ｑｉ　ｖ１．１仕様に従って構成されたワイヤレス給電装置は、いわゆる誘導方式で動
作する。このモードでは、密結合（一般的に０．３を上回る結合係数）で比較的高い効率
の電力伝送が行われる。より大きな距離（「Ｚ距離」）又は受信側のより大きな配置自由
度が所望される場合、電力伝送は、通常、疎結合（一般的には０．３未満の結合係数）を
有するいわゆる共振方式又はモードで行われる。共振モードでは、最大効率を達成するに
は、給電側及び受電側における電力伝送共振回路の共振周波数が一致しなければならない
。さらに、多くの場合、ドライブ周波数と給電側共振周波数を同じにすることにより、こ
れらの間の相互変調効果を低減することが望ましい。
【００１３】
　負荷変調通信技術を使用する無線ワイヤレス電力伝送システムの例が、ＷＯ２０１４／
０８３０１５Ａ１に提供されている。
【００１４】
　Ｑｉ仕様などの多くの電力伝送アプローチでは、給電側が、受電側から受信する制御デ
ータに応じて電力送信側コイルを流れる電流を調整するように構成される。したがって、
受電側がより多くの電力を要求する場合には電流が増加され、より少ない電力を要求する
場合には減少される。
【００１５】
　適切な動的特性を提供するために、制御は、典型的には、受電側からのメッセージを含
む外側ループによって実施される。この外側ループは、受電側からのメッセージに応じて
送信側コイル電流のための基準電流レベルを設定する。給電側は次に、外側ループによっ
て設定された基準電流と一致するように、送信側コイルを流れる測定電流を制御する内側
ループを実施する。
【００１６】
　電流は具体的には、電力信号の動作周波数（給電側の共振回路への駆動信号の駆動周波
数）、給電側のドライバ段のレール電圧（したがって駆動信号の電圧振幅）、及び電力信
号／駆動信号のデューティサイクルのうちの１つ又は複数を制御することによって調整さ
れる。
【００１７】
　しかしながら、電力伝送を制御するために送信側コイル電流を一定に保つことが望まし
いことと、負荷変調の使用との間には本質的な矛盾がある。実際に、電流ループの目的は
、負荷変動が生じたときに送信側コイル電流を一定に保つことであると考えることができ
る一方、負荷変調は、負荷変動によって引き起こされる送信側コイル電流の変動を検出す
ることに基づくものである。Ｑｉなどのシステムでは、この矛盾は時分割アプローチを適
用することで解決される。具体的には、制御ループは短時間だけアクティブであり、残り
の時間は、負荷変調による通信のために利用される。具体的には、制御ループは、通常は
２５０ｍｓｅｃ間隔である受電側からの各メッセージの受信後約１０ｍｓｅｃだけアクテ
ィブである。
【００１８】
　しかし、このようなアプローチは、いくつかのシナリオでは準最適である可能性がある
。特に、時分割は、最適ではなく、潜在的に遅い電力伝送制御をもたらすおそれがある。
いくつかのシナリオでは、これは不適切な電力設定をもたらし、結果として、ワイヤレス
電力伝送システムのパフォーマンスが準最適又は許容できないものになり得る。また、通
信は電力制御がアクティブでない時間に制限されるので、通信が複雑になる可能性もある
。
【００１９】
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　したがって、改善された電力伝送アプローチは有利であろう。特に、改善された動作、
改善された電力伝送、向上された柔軟性、容易化された実施、容易化された動作、改善さ
れた通信、改善された電力制御、及び／又は改善されたパフォーマンスを可能にするアプ
ローチは有利であろう。
【発明の概要】
【００２０】
　したがって、本発明は、上記欠点の１つ以上を単独で、又は任意の組み合わせで好適に
緩和、低減、又は排除することを目的とする。
【００２１】
　本発明の一側面によれば、受電装置に電力を誘導的に伝送するための給電装置が提供さ
れ、前記給電装置は、前記受電装置に電力をワイヤレス伝送するための電力伝送信号を生
成する送信側コイルを含む共振回路と、前記共振回路のために、駆動周波数を有する駆動
信号を生成するドライバと、前記送信側コイルの測定電流と前記送信側コイルの目標電流
との間の差を示すコイル電流誤差指標を決定するエラーユニットと、通信時間間隔中に前
記受電装置によって前記電力伝送信号上に負荷変調されたメッセージを受信するための受
信機と、前記コイル電流誤差指標に応じて前記送信側コイルを流れる電流を制御する制御
ループであって、前記制御ループは、通信時間間隔中にアクティブである、制御ループと
を備え、少なくとも通信時間間隔中、前記制御ループのループ応答は、低減された制御範
囲外のコイル電流誤差指標と比較して、前記低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標
について減衰され、前記低減された制御範囲は、ゼロコイル電流誤差に対応するコイル電
流誤差指標値を含む。
【００２２】
　本発明は、多くのワイヤレス電力伝送システムにおいて改善されたパフォーマンスを提
供することができる。本発明は、電力制御と負荷変調通信とのトレードオフ及び共存／協
調を改善し得る。具体的には、多くの実施形態において、同時アクティブ電力制御及び負
荷変調通信を可能にしたり、又は改善し得る。これは、通信の改善及び／又は電力制御の
改善をもたらすことができる。
【００２３】
　本発明は、特に、多くの実施形態において、受電装置の速い負荷変動に対する改善され
た反応及び低減された全体的感度を可能にする。電力制御の反応時間が大幅に改善され、
典型的には、より安定した制御が達成され得る。これは、負荷変調を用いた通信を依然と
して実施可能にする、又は場合によっては改善さえすることによって達成され得る。
【００２４】
　本発明は、特に、共振モードで動作するワイヤレス電力伝送システムのパフォーマンス
を改善し得る。実際には、発明者は、従来の時分割電力制御及び負荷変調は、通常、誘導
方式／モードで動作するシステムについては許容可能なパフォーマンスをもたらし得るが
、共振モードで動作するシステムについては、多くのシナリオで問題を有し得ることを認
識した。特に、発明者は、共振モードのシステムでは、コイル電流の急速かつ大きな変化
が生じ、これにより、誤動作が、又は場合によっては受電装置の故障さえ発生するおそれ
があることを認識した。
【００２５】
　このような課題及び問題は、本明細書に係るアプローチでは、負荷変調による通信と同
時に送信コイル電流を制御するための電力制御ループを実施可能にする改変されたループ
制御の適用によって、多くの場合において緩和され得る。したがって、本明細書に係るア
プローチは、通信又は電力制御のいずれかを実行する代わりに（すなわち、これらを時間
的に分割する代わりに）、両者が同時に共存することを容易にする又は可能にし得る。特
に、本発明は、多くの実施形態において、制御ループが、負荷変調を復調するために使用
可能なコイル電流の小さな変動の存在を許容しつつ、より大きいかつ／又はより速い負荷
変化に対して素早く効率的に適合及び補償することができる、アプローチを提供し得る。
【００２６】
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　したがって、このアプローチでは、制御ループは、受電装置からメッセージが受信され
得る通信時間間隔中にアクティブであり、すなわち、給電装置は同時に、制御ループを実
行し、負荷変調メッセージを受信し得る。アクティブであるとき、制御ループは、コイル
電流誤差指標の少なくとも一部の値に関して、送信側コイルを流れる電流を制御／変更す
るように構成される。
【００２７】
　ループ応答の減衰は、具体的には、フィードバック強度、ループ感度、及び／又はルー
プ応答強度の減衰であってもよい。
【００２８】
　特に、ループ応答は、低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標について、コイル電
流誤差指標が低減された制御範囲外の場合と比較して、フィードバック／ループゲイン及
び／又はループの更新レートが減少されることによって減衰されてもよい。低減された制
御範囲は、ゼロコイル電流誤差を中心として対称であってもよいが、そうでなくてもよい
。
【００２９】
　通信時間間隔は、給電装置が、受電装置から負荷変調メッセージを受信し得る時間間隔
であってもよい。いくつかのシナリオでは、通信時間間隔は、受電装置が実際にメッセー
ジを送信している時間間隔であってもよい。しかし、いくつかのシナリオでは、受電装置
は、通信時間間隔内に一切メッセージも送信しない可能性がある。例えば、給電装置は、
周期的に繰り返される通信時間間隔において通信を受信できるように構成され得るが、こ
れらの間隔のうちの一部のみが、実際にメッセージを送信するために受電装置によって使
用され得る。通信時間間隔は、受電装置からのメッセージのメッセージ持続時間よりも長
くてもよい。実際には、いくつかの実施形態では、通信時間間隔は、１つのメッセージか
ら次のメッセージであってもよく、すなわち、給電装置は、連続して通信時間間隔にいる
よう構成され得る。このような実施形態では、制御ループは常に減衰されたループ応答を
使用し、すなわち、低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標の値について、間隔外の
値と比較して、ループ応答は常に減衰され得る。
【００３０】
　制御ループはネステッドループの一部であってもよく、具体的には、送信側コイルの目
標電流を設定する外側制御ループ内の内側制御ループであってもよい。
【００３１】
　コイル電流誤差指標は、具体的には、コイル電流誤差、又はコイル電流の単調増加関数
であってもよい。コイル電流誤差指標は、具体的には、送信側コイルの測定電流の単調増
加関数と、送信側コイルの目標電流の単調増加関数との差の単調増加関数であってもよい
。
【００３２】
　本発明のオプションの特徴によれば、制御ループのループゲイン及び更新レートのうち
の少なくとも１つは、低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標について、実質的にゼ
ロである。
【００３３】
　これは、多くの実施形態において、特に有利な動作及び／又は実装を提供し得る。特に
、負荷変調に起因する電流変動に減衰を導入しない制御ループによって、復調パフォーマ
ンスが改善され得る。さらに、多くの実施形態において、複雑さの低い実装を可能にし得
る。
【００３４】
　本発明のオプションの特徴によれば、給電装置は、通信時間間隔外において、通信時間
間隔中よりも強いループ応答を有し、同一の絶対値を有するが符号が反対のコイル電流誤
差に対して同じ絶対ループ応答を提供する対称ループ応答を有し、かつ、同じ絶対値を有
するが符号が反対のコイル電流誤差に対して異なる絶対ループ応答を提供する、少なくと
も一部のコイル電流誤差のための非対称ループ応答を有するように制御ループを制御する
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アダプタを備える。
【００３５】
　これは、改善されたパフォーマンスを提供し、特に、多くのシナリオにおいて、効率的
な負荷変調通信の実施を許容しつつ、改善された電力制御を提供し得る。このアプローチ
は、具体的には、非通信時間間隔中の改善された電力制御を可能にし、例えば、コイル電
流の完全な最適化を可能にし得る。通信時間間隔中では、より弱い制御（例えば、より遅
い及び／又はより高いエラーレベルを許容する）が適用され、これは、より最適でない電
力制御を提供し得るが、通信パフォーマンスを許容し得る。
【００３６】
　本発明のオプションの特徴によれば、アダプタは、通信時間間隔外において、コイル電
流誤差指標の少なくとも一部の値について、通信時間間隔中よりも、より高いループゲイ
ン及びより高いループ更新レートのうちの少なくとも１つを適用するように構成される。
【００３７】
　これは、改善されたパフォーマンスを提供し、特に、多くのシナリオにおいて、効率的
な負荷変調通信の実施を許容しつつ、改善された電力制御を提供し得る。
【００３８】
　本発明のオプションの特徴によれば、給電装置はさらに、受電装置からのメッセージの
ための所定のプリアンブルパターンを受信機が検出することに応じて、通信時間間隔の開
始を決定するように構成された通信タイマーを備える。
【００３９】
　これは、特に効率的なアプローチを提供することができる。例えば、多くの実施形態で
は、プリアンブルは、前記より強いループ応答が適用されるとき、（個々のビット値の検
出とは対照的に）十分に高い確率で検出可能な拡張パターンであってもよい。したがって
、受電装置が実際にメッセージを送信していることが検出されるまで、電力制御が最適化
され得る。プリアンブルを検出することによって、これが検出された場合、給電装置は、
低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標について減衰されたループ応答を有するより
弱い制御応答に切り替えることができる。したがって、通信時間間隔中、給電装置は、個
々のビットを復調可能でありながら、例えば大きな負荷変動に反応するために、電力制御
をアクティブにすることができる。
【００４０】
　本発明のオプションの特徴によれば、給電装置はさらに、少なくとも一部の通信時間間
隔を、周期的に繰り返される時間間隔として決定する通信タイマーを備える。
【００４１】
　これは多くの実施形態において、特に効率的なアプローチを提供し得る。
【００４２】
　本発明のオプションの特徴によれば、アダプタは、通信時間間隔外で、低減された制御
範囲のサイズを減少させるように構成される。
【００４３】
　これは、通信時間間隔外において制御パフォーマンスを向上させ、具体的には、存在す
ることが許容されるコイル電流誤差を減少させ得る。特に、低減された制御範囲は、通信
時間間隔外においてゼロに減少させられ得る。
【００４４】
　本発明のオプションの特徴によれば、アダプタは、通信時間間隔中に非対称ループ応答
を使用し、通信時間間隔外において対称ループ応答を使用するように制御ループを制御す
るように構成される。
【００４５】
　これは、多くのシナリオにおいて改善されたパフォーマンスを提供し、特に、電力制御
の影響を低減することによって負荷変調を改善しつつ、例えば、電力伝送の電力が過剰に
高くなるシナリオに対処するために、いくらかの電力制御が依然として存在することを確
保し得る。
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【００４６】
　したがって、ループ応答は、通信時間間隔中ではコイル電流誤差（指標）について非対
称であるが、通信時間間隔外では対称であり得る。具体的には、アダプタは、通信時間間
隔中、コイル電流誤差指標について非対称であるループ応答に切り替えるように構成され
てもよい。
【００４７】
　本発明のオプションの特徴によれば、非対称応答は、送信側コイルを流れる電流の増加
を許容しないように構成される。
【００４８】
　これは、多くのシナリオにおいて改善されたパフォーマンスを提供し、特に、電力制御
の影響を低減することによって負荷変調を改善しつつ、電力伝送の電力が過剰に高くなる
シナリオに対処するために、電力制御が依然として存在することを確保し得る。
【００４９】
　非対称応答は、目標値を上回るコイル電流を示すコイル電流誤差指標についてのみ、コ
イル電流誤差指標に応じてデューティサイクル及び電圧振幅のうちの少なくとも１つを変
更するように構成されてもよい。
【００５０】
　本発明のオプションの特徴によれば、制御ループの絶対フィードバックゲイン及び更新
レートのうちの少なくとも１つは、コイル電流誤差指標の絶対の単調増加関数である。
【００５１】
　これは、改善されたパフォーマンス、特に改善された電力制御を提供し得る。これは、
高い変動に対する補償を向上させつつ、より小さい負荷変動に対する補償をより小さくす
ることを可能にし、そのような変動をもたらす負荷変調の検出を容易にし得る。
【００５２】
　一部の実施形態では、制御ループの絶対フィードバックゲイン及び更新レートのうちの
少なくとも１つは、通信時間間隔中においてのみ、絶対コイル電流誤差指標の単調増加関
数であってもよい。しかし、多くの実施形態では、制御ループの絶対フィードバックゲイ
ン及び更新レートのうちの少なくとも１つは、通信時間間隔中及び通信時間間隔外の両方
において、コイル電流誤差指標の単調増加関数であり得る。
【００５３】
　本発明のオプションの特徴によれば、制御ループは、異なるループ応答を有する複数の
モードをサポートするように構成され、複数のモードは、他のモードのループ応答と比較
して、ループ応答が減衰される低減された制御モードを含み、さらに、コイル電流誤差指
標に応じて制御ループのモードを切り替えるように構成されたアダプタを備え、アダプタ
は、コイル電流誤差指標が低減された制御範囲内にあるとの判定に応じて、低減されたモ
ードに切り替える。
【００５４】
　これは、特に効率的なアプローチ及び／又は実装を提供し得る。
【００５５】
　本発明のオプションの特徴によれば、制御ループは、受電装置から受信した電力制御メ
ッセージに応じて目標電流を決定するように構成される。
【００５６】
　これは、例えば、受電装置によってフィードバックが提供されるより遅い外側ループを
使用する効率的なネステッド電力制御を可能にし、一方で、給電装置において実施される
より速い内側ループは、例えば負荷変化に対する迅速な適応を可能にし得る。
【００５７】
　本発明のオプションの特徴によれば、制御ループは、駆動信号のデューティサイクル、
駆動周波数、及び電圧振幅のうちの少なくとも１つを制御することによって、電流を制御
するように構成される。
【００５８】
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　これは、特に魅力的なパフォーマンスを提供し、特に、共振モードでのワイヤレス電力
伝送をサポートする実装、特に、駆動モードが給電装置及び／又は受電装置の電力伝送共
振回路の共振周波数にリンク／固定された共振モードでの動作でのワイヤレス電力伝送を
サポートする実装を可能にし得る。
【００５９】
　本発明の一側面によれば、給電装置と受電装置を備えるワイヤレス電力伝送システムが
提供され、前記給電装置は前記受電装置に電力をワイヤレス伝送するための電力伝送信号
を生成する送信側コイルを含む共振回路と、前記共振回路のために、駆動周波数を有する
駆動信号を生成するドライバと、前記送信側コイルの測定電流と前記送信側コイルの目標
電流との間の差を示すコイル電流誤差指標を決定するエラーユニットと、通信時間間隔中
に前記受電装置によって前記電力伝送信号上に負荷変調されたメッセージを受信するため
の受信機と、前記コイル電流誤差指標に応じて前記送信側コイルを流れる電流を制御する
制御ループであって、前記制御ループは、通信時間間隔中にアクティブである、制御ルー
プとを備え、少なくとも通信時間間隔中、前記制御ループのループ応答は、低減された制
御範囲外のコイル電流誤差指標と比較して、前記低減された制御範囲内のコイル電流誤差
指標について減衰され、前記低減された制御範囲は、ゼロコイル電流誤差に対応するコイ
ル電流誤差指標値を含む。
【００６０】
　本発明の一側面によれば、受電装置に電力を誘導的に伝送するための給電装置の動作方
法が提供され、前記給電装置は、前記受電装置に電力をワイヤレス伝送するための電力伝
送信号を生成する送信側コイルを含む共振回路を備え、前記方法は、前記共振回路のため
に、駆動周波数を有する駆動信号を生成するステップと、前記送信側コイルの測定電流と
前記送信側コイルの目標電流との間の差を示すコイル電流誤差指標を決定するステップと
、通信時間間隔中に前記受電装置によって前記電力伝送信号上に負荷変調されたメッセー
ジを受信するステップと、前記コイル電流誤差指標に応じて前記送信側コイルを流れる電
流を制御する制御ループであって、前記制御ループは、通信時間間隔中にアクティブであ
る、制御ループとを備え、少なくとも通信時間間隔中、前記制御ループのループ応答は、
低減された制御範囲外のコイル電流誤差指標と比較して、前記低減された制御範囲内のコ
イル電流誤差指標について減衰され、前記低減された制御範囲は、ゼロコイル電流誤差に
対応するコイル電流誤差指標値を含む。
【００６１】
　本発明の上記及び他の側面、特徴、及び利点は、以下に記載される実施形態を参照しな
がら説明され、明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
　以下、本発明の単なる例に過ぎない実施形態について、以下の図面を参照しながら説明
する。
　図１は、本発明のいくつかの実施形態に係る電力伝送システムの要素の例を示す。
　図２は、本発明のいくつかの実施形態に係る電力伝送システムの要素の例を示す。
　図３は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側のためのハーフブリッジインバータ
の要素の例を示す。
　図４は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側のためのフルブリッジインバータの
要素の例を示す。
　図５は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側の要素の例を示す。
　図６は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側のための内側電力制御ループの要素
の例を示す。
　図７は、異なる受電側負荷に対する送信側コイル電流の例を示す。
　図８は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側のための内側電力制御ループのルー
プ応答の例を示す。
　図９は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側の要素の例を示す。
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　図１０は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側のための内側電力制御ループのル
ープ応答の例を示す。
　図１１は、本発明のいくつかの実施形態に係る給電側のための内側電力制御ループのル
ープ応答の例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００６３】
　以下の説明は、Ｑｉ仕様から知られるような電力伝送アプローチを利用するワイヤレス
電力伝送システムに適用可能な本発明の実施形態に焦点を当てている。しかし、本発明は
この用途に限定されず、他の多くのワイヤレス電力伝送システムに適用できることが理解
されよう。
【００６４】
　図１は、本発明のいくつかの実施形態に係る電力伝送システムの一例を示す。電力伝送
システムは、送信側コイル／インダクタ１０３を含む（又はこれに結合される）給電側１
０１を備える。システムはさらに、受信側コイル／インダクタ１０７を含む（又はこれに
結合される）受電側１０５を備える。
【００６５】
　システムは、給電側１０１から受電側１０５へのワイヤレス誘導電力伝送を提供する。
具体的には、給電側１０１は、送信側コイル１０３によって磁束として伝搬されるワイヤ
レス誘導電力伝送信号（電力伝送信号、電力伝送信号、又は誘導電力伝送信号とも呼ばれ
る）を生成する。電力伝送信号は、典型的には約７０ｋＨｚ～約１５０ｋＨｚの間の周波
数を有し、Ｑｉ対応システムでは多くの場合、典型的には９５ｋＨｚ～１１５ｋＨｚの範
囲内である。送信側コイル１０３と受信側コイル１０７は疎結合されているので、受信側
コイル１０７は、給電側１０１からの電力伝送信号（少なくともその一部）をピックアッ
プする。したがって、送信側コイル１０３から受信側コイル１０７へのワイヤレス誘導結
合を介して、給電側１０１から受電側１０５に電力が伝送される。電力伝送信号という用
語は、主に、送信側コイル１０３と受信側コイル１０７との間の誘導信号／磁場（磁束信
号）を指すのに使用されるが、同様に、送信側コイル１０３に供給される、又は受信側コ
イル１０７によってピックアップされる電気信号を指すとものとして考えることもでき、
これを指すのにも使用され得る。
【００６６】
　システムは、実質的な電力レベルを伝送するように構成され、具体的には、多くの実施
形態では、給電側は５００ｍＷ、１Ｗ、５Ｗ、又は５０Ｗを超える電力レベルをサポート
することができる。例えば、Ｑｉ対応アプリケーションの場合、電力伝送は、低電力アプ
リケーションでは通常１～５Ｗの電力範囲内であり、例えばキッチンアプリケーションな
どの高電力アプリケーションでは１００Ｗを超え、さらには１０００Ｗを超える場合があ
る。
【００６７】
　図２は、図１のシステムの具体例のシステムアーキテクチャをいくぶんより詳細に示す
。この例では、給電側１０１の出力回路は、送信側コイル１０３（図２では、送信側コイ
ル１０３は、明瞭さのために共振回路２０１の外部に示されているが、一部であると考え
られたい）を含む共振タンク又は共振回路２０１を含む。給電側１０１の共振回路２０１
は、送信共振回路２０１とも呼ばれる。共振回路２０１は、典型的には、直列又は並列共
振回路であり、特に、送信側コイル１０３に対して並列（又は直列）に結合された共振コ
ンデンサからなり得る。電力伝送信号は、適切な駆動周波数（典型的には２０～２００ｋ
Ｈｚの周波数範囲内）の駆動信号を生成するドライバ２０３から出力共振回路を駆動する
ことによって生成される。
【００６８】
　同様に、受電側１０５の入力回路は、受信インダクタ１０７（図２では、受信インダク
タ１０７は、明瞭さのために共振回路２０５の外部に示されているが、一部であると考え
られたい）を含む共振タンク又は共振回路２０５を含む。受電側１０５の共振回路２０５
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は、受信共振回路２０５又は受信共振回路とも呼ばれる。受信共振回路２０５は、典型的
には、直列又は並列共振回路であり、特に、受信インダクタ１０７に対して並列（又は直
列）に結合された共振コンデンサからなり得る。受信共振回路２０５は、電力コンバータ
２０７に結合され、電力コンバータ２０７は、受信された電力伝送信号、すなわち受信共
振回路２０５によって供給される誘導信号を、外部負荷２０９に供給される電力に変換す
る（通常は、当業者によく知られているようにＡＣ／ＤＣ変換を実行することによって）
。
【００６９】
　負荷は、例えば、バッテリであってもよく、電力供給は、バッテリを充電するためのも
のであってもよい。別の例として、負荷は別個の装置であってもよく、電力供給はこの装
置に電力を供給するためのものであってもよい。
【００７０】
　このシステムにおいて、送信共振回路２０１の共振回路２０１は、固定共振回路ではな
く、駆動周波数に追従するように制御される可変共振回路である。具体的には、共振回路
２０１の実効共振周波数を適合させるためのアプローチが使用され得る。このアプローチ
では、共振回路２０１の少なくとも１つの（共振する）構成要素の動的状態変化が、周期
の一部の間、一時的に減速する（完全に停止し得ることを含む）。
【００７１】
　図２のドライバ２０３は、共振回路に（したがって、共振コンデンサ（図２には図示せ
ず）及び送信側コイル１０３に）印加される可変（通常はＡＣ）電圧駆動信号を生成する
。いくつかの実施形態では、送信共振回路２０１は直列共振回路であってもよく、電圧駆
動信号は、コンデンサ及びインダクタにわたって印加され得る。いくつかの実施形態では
、ドライバ２０３は送信側コイル１０３に直接（または間接的に）結合され、電圧駆動信
号は送信側コイル１０３に供給され得る。
【００７２】
　したがって、システムにおいて、ドライバ２０３は、送信共振回路２０１／送信側コイ
ル１０３に供給される駆動信号を生成し、これにより送信側コイル１０３は、受電側１０
５に電力を供給する電力伝送信号を生成する。駆動信号は、駆動周波数と呼ばれる所与の
周波数を有するように生成され、すなわち、駆動周波数は駆動信号の周波数である。
【００７３】
　ドライバ２０３は、送信側コイル１０３に供給される電流及び電圧を生成する。ドライ
バ２０３は、典型的には、ＤＣ電圧から交番信号を生成するインバータの形態の駆動回路
である。ドライバ２０３の出力は、典型的にはスイッチブリッジであり、スイッチブリッ
ジのスイッチの適切なスイッチングによって駆動信号を生成する。図３は、ハーフブリッ
ジスイッチブリッジ／インバータを示す。スイッチＳ１及びＳ２は、同時に閉じることが
ないように制御される。交互に、Ｓ２が開いている間にＳ１が閉じ、Ｓ１が開いている間
にＳ２が閉じる。スイッチは、所望の周波数で開閉され、それにより、出力において交番
信号を生成する。典型的には、インバータの出力は共振コンデンサを介して送信側コイル
に接続される。図４は、フルブリッジスイッチブリッジ／インバータを示す。スイッチＳ
１及びＳ２は、同時に閉じることがないように制御される。スイッチＳ３及びＳ４は、同
時に閉じることがないように制御される。交互に、Ｓ２及びＳ３が開いている間にスイッ
チＳ１及びＳ４が閉じられ、Ｓ１及びＳ４が開いている間にＳ２及びＳ３が閉じられ、こ
れにより、出力において方形波信号が生成される。スイッチは所望の周波数で開閉される
。
【００７４】
　上記の説明は、左右のブリッジが１８０°の位相のずれを有し、最大出力電力又は最大
デューティサイクルを提供する場合に対応する。しかし、他のシナリオでは、ブリッジの
両半分が部分的な位相のずれを有してもよく、これにより、Ｓ２及びＳ４又はＳ１及びＳ
３の両方が同時に閉じられてもよい。この状態では、ブリッジ電圧はゼロになるので、こ
のアプローチは、出力電力又はデューティサイクルを最大値から減少させるために使用さ
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れ得る。
【００７５】
　ドライバ２０３はこれに従って、所与の駆動周波数を有する駆動信号を生成し、この信
号を送信共振回路２０１に印加する。送信共振回路２０１は、誘導性インピーダンス及び
容量性インピーダンスによって形成される。
【００７６】
　図５は、給電側１０１の要素をより詳細に示す。この例では、給電側１０１は、当業者
に知られているように、受電側１０５への電力伝送を実行及び制御する機能を含む電力伝
送コントローラ５０１を備える。電力伝送コントローラ５０１は、具体的には、本明細書
で記載される差異及び変更を除き、Ｑｉ仕様に従って電力伝送を行うために必要な又は望
まれる機能を備え得る。
【００７７】
　電力伝送コントローラ５０１は、具体的には、送信共振回路２０１に結合され、ドライ
バ２０３を含む。
【００７８】
　上述の電力伝送システムでは、受電側１０５は、負荷変調を用いて給電側１０１と通信
するように構成される。したがって、給電側１０１は、受電側１０５からデータメッセー
ジを受信するように構成された復調器５０３の形態の負荷変調レシーバを備える。具体的
には、復調器５０３は、電力伝送信号の負荷変調を復調して、受電側１０５から送信され
た対応するデータを決定するように構成される。したがって、負荷変調レシーバ／復調器
５０３は、給電側による電力伝送信号の負荷変調を復調するように構成される。
【００７９】
　物理レベルでは、受電側１０５から給電側１０１への通信チャネルは、ワイヤレス電力
伝送信号を通信キャリアとして用いることによって実現される。受電側１０５は、受信側
コイル１０７の負荷を変調することによってデータメッセージを送信する。
【００８０】
　図１の構成では、受電側１０５はワイヤレス電力伝送信号を負荷変調する。受電側１０
５は、例えば、受信側コイル１０７に並列に接続されたコンデンサを接続及び切断するこ
とにより、受電側１０５の共振、よって負荷特性を変化させることによって、これを行い
得る。これらの変化は、給電側における電力信号の対応する変動をもたらし、具体的には
、送信側コイル１０３の電流及び電圧の変動をもたらす。これらの変化は、給電側１０１
によって直接又は間接的に検出され、受電側１０５からの負荷変調データを復調するため
に使用される。
【００８１】
　負荷変調は、例えば、駆動信号電流／電圧の振幅及び／又は位相の変化によって、送信
側コイル１０３の電流／電圧の変化によって、及び／又は共振回路の電流／電圧の変化に
よって検出され得る。別の例として、負荷変調は、ドライバ２０３（具体的にはインバー
タ／スイッチブリッジ）への電源の電流の変化によって検出され得る。
【００８２】
　受電側１０５は、対応して電力信号上にデータを負荷変調し、給電側１０１はその後こ
れを復調し得る。このアプローチは、例えば、ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉｒｅｌｅｓｓ
ｐｏｗｅｒｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ．ｃｏｍ／ｄｏｗｎｌｏａｄｓ／ｗｉｒｅｌｅｓｓ－ｐ
ｏｗｅｒ－ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ－ｐａｒｔ－１．ｈｔｍｌ（Ｑｉワイヤレス電力
仕様書）から入手可能な、“Ｓｙｓｔｅｍ　ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ，　Ｗｉｒｅｌｅｓ
ｓ　ｐｏｗｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ，　Ｖｏｌｕｍｅ　Ｉ：Ｌｏｗ　Ｐｏｗｅｒ，　Ｐａ
ｒｔ　１：Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ，　Ｖｅｒｓｉｏｎ　１．０　Ｊ
ｕｌｙ　２０１０，　ｐｕｂｌｉｓｈｅｄ　ｂｙ　ｔｈｅ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｐｏｗｅ
ｒ　Ｃｏｎｓｏｒｔｉｕｍ”において、特に、第６章：Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｉ
ｎｔｅｒｆａｃｅ（又は仕様書の後続バージョン）において、Ｑｉに関連して説明される
ものに対応し得る。
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【００８３】
　負荷変調は、具体的には、電力伝送を適合させるために、特に、受電側１０５から受信
した電力制御メッセージに基づいて送信電力レベルを連続的に適合させる電力制御ループ
を実施するために使用される。したがって、電力制御メッセージは負荷変調によって伝達
される。
【００８４】
　上述したように、システムにおいて、復調器５０３は、送信側コイル１０３を流れる電
流及び／又は送信側コイル１０３にかかる電圧の振幅及び／又は位相変動を検出すること
によって負荷変調を復調するように構成される。したがって、復調器５０３は、一次共振
回路２０１に結合され、送信側コイル１０３を流れるコイル電流及び送信側コイル１０３
にかかるインダクタ電圧のうちの少なくとも１つを測定するように構成される。
【００８５】
　いくつかの実施形態では、例えば、ドライバ２０３のインバータへの供給電流変動を測
定することによって、又は共振コンデンサなどの電流又は電圧を測定することによって、
コイル電流及び／又は電圧が間接的に決定され得る。しかし、この具体例では、コイル電
流／電圧は、コイル電流又は電圧を直接感知することによって決定される。
【００８６】
　上述したように、ワイヤレス電力伝送システムはまた、ネステッド電力制御ループを実
行する。外側ループは、受電側１０５から電力制御メッセージを受信し、それに応じて電
力伝送信号の電力を増減させる。
【００８７】
　図５に示す例では、復調器５０３は、送信側コイル１０３を流れる電流（以下、コイル
電流と略記する）を制御する内側制御ループのための基準値を設定するように構成された
ターゲットプロセッサ５０５に結合される。具体的には、ターゲットプロセッサ５０５は
、受電側から電力制御メッセージを受け取り、それに応じて基準又はターゲット電流を設
定する。特に、ターゲットプロセッサ５０５は、増加された電力を要求する電力制御メッ
セージが受信されたときにはターゲット電流を増加させ、電力を減少させることを要求す
る電力制御メッセージが受信されたときにはターゲット電流を減少させるように構成され
得る。
【００８８】
　ターゲットプロセッサ５０５は、送信側コイルの測定電流と送信側コイルのターゲット
電流との間の差を示すコイル電流誤差指標を決定するように構成された誤差ユニット５０
７に結合される。
【００８９】
　具体的には、誤差ユニット５０７は、適切なセンサ５０９から測定値を受け取るための
入力部を備える。インダクタまたはコイルを流れる電流を求めるための異なる手法が知ら
れており、任意の適切な手法が使用され得ることが理解されよう。例えば、多くの実施形
態では、送信側コイル１０３に隣接して配置される誘導電流センサが使用され得る。
【００９０】
　したがって、誤差ユニット５０７は、電流測定入力及びターゲット電流を受け取り、こ
れらから、送信側コイル１０３を流れる電流の所望値（ターゲット電流）と電流値（目標
電流）との間の誤差を反映する誤差指標を決定することができる。したがって、測定電流
とターゲット電流との間の差を示すコイル電流誤差指標が生成される。
【００９１】
　差については任意の適切な尺度が使用され、実際に、使用される具体的尺度は、個々の
実施形態の具体的な好み及び要件に依存し得ることが理解されよう。
【００９２】
　多くの実施形態では、インダクタ電流誤差指標は、目標値の単調増加関数と測定電流値
の単調増加関数との間の差の単調増加関数として決定されてもよい。
【００９３】
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　以下の説明は、コイル電流誤差指標が、電流測定値と目標値との間の差として直接的に
、すなわち、以下のように決定される実施形態に焦点を当てる。
ΔＩ＝Ｉｍ－Ｉｔａｒｇｅｔ

ここで、Ｉｍは測定値であり、Ｉｔａｒｇｅｔは目標値である。
【００９４】
　誤差ユニット５０７によって受け取られて処理される値は、必ずしも例えばアンペア測
定値として電流を表す直接的な値でなくてもよく、対応する電流を反映する任意の値であ
り得る。また、コイル電流誤差指標の決定、及び値の比較は、考察される値と対応する電
流との間の関係において存在し得る差を補償し得ることが理解されよう。
【００９５】
　誤差ユニット５０７は、ループ応答プロセッサ５１１に結合され、ループ応答プロセッ
サ５１１は、（内側）電流制御ループの特性、例えば利得関数、更新レート、フィルタ特
性などを設定し得る。ループ応答プロセッサ５１１は、電力伝送コントローラ５０１に結
合され、電力伝送コントローラ５０１の機能を介してコイル電流を制御し得る信号を提供
し得る。
【００９６】
　いくつかの実施形態では、コイル電流は、ループ応答プロセッサ５１１からの出力によ
って制御される所与のコイル電流を生じるように動作を調整する電流コントローラを備え
るドライバ２０３によって直接制御されてもよい。
【００９７】
　しかし、多くの実施形態では、コイル電流は、駆動信号のデューティサイクル及び電圧
振幅のうちの少なくとも１つを制御することによって制御され得る。したがって、駆動信
号のデューティサイクルを増加させることによって（具体的には、ドライバのブリッジス
イッチのオン時間を増加させることによって）、及び／又は、駆動信号の電圧振幅を増加
させることによって（典型的には、ドライバ２０３のスイッチブリッジのレール電圧を増
加させることによって）、（平均）コイル電流が増加され得る。反対に、対応するパラメ
ータを低減することによってコイル電流が低減され得る。
【００９８】
　なお、制御ループは積分機能を備え、これは、例えば、ループ応答プロセッサ５１１又
はコントローラ５０１自体に含まれ得る（例えば、デューティサイクルが、インダクタ電
流誤差指標に依存する相対値によって変更されることによって）。したがって、測定電流
がターゲット電流よりも高いことを示すコイル電流誤差指標は、例えば、デューティサイ
クル又は電圧振幅の現在値（又は実際には、共振周波数にロックされていない場合には駆
動周波数（すなわち、典型的には誘導方式で動作している場合））の減少をもたらし、一
方、測定電流がターゲット電流よりも低いことを示すコイル電流誤差指標は、例えば、デ
ューティサイクル又は電圧振幅の現在値（又は駆動周波数）の増加をもたらし得る。
【００９９】
　したがって、給電側１０１は、コイル電流誤差指標に応じて送信側コイル１０３を流れ
る電流を制御する制御ループを含む。具体的には、制御ループは、コイル電流誤差指標に
応じて、駆動信号のデューティサイクル及び電圧振幅のうちの少なくとも１つを制御し得
る。
【０１００】
　制御ループは、例えば、図６の等価回路によって表われ得る。制御ループの一般的な理
論、分析、及び原理は当業者には周知であり、簡潔さのために、以下の説明は、給電側１
０１の特定の制御ループの動作の新規かつ進歩的な概念に焦点を当てることに留意された
い。
【０１０１】
　図６の等価回路において、コイル電流誤差ｅは、現在ターゲット電流を反映する目標値
と、現在コイル電流を示すフィードバック値との差として求められる。このコイル電流誤
差ｅの関数としてのコイル電流の変化は、第１の部分ループ応答ＬＲ１によって表される
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。したがって、この第１の部分ループ応答は、ループ応答プロセッサ５１１の処理、ドラ
イバの影響、変更されるパラメータ（例えば、デューティサイクル又は振幅電圧）の間の
関係などを含み得る。現在コイル電流と、コイル電流を求めるために使用されるフィード
バック値との間の関係は、第２の部分ループ応答ＬＲ２によって表される。したがって、
第２の部分ループ応答ＬＲ２は、測定センサの応答、Ａ／Ｄ変換などを表し得る。
【０１０２】
　全体ループ応答は、コイル電流誤差ｅから測定電流Ｉｍのための（フィードバック値）
までの開ループ応答であり、すなわち、（開）ループ応答は、第１の部分ループ応答ＬＲ
１と第２の部分ループ応答ＬＲ２との結合効果である。したがって、第１の部分ループ応
答ＬＲ１の周波数応答をＧ１（ｆ）とし、第２の部分ループ応答ＬＲ２の周波数応答をＧ

２（ｆ）とすると、ループ応答は下式によって与えられる。
Ｇ（ｆ）＝Ｇ１（ｆ）・Ｇ２（ｆ）
【０１０３】
　他の実施形態では、他の電流尺度が使用され得ることを理解されたい。例えば、多くの
実施形態において、測定電流は、適切な時間間隔にかけての平均又はＲＭＳ電流として求
められ得る。しかしながら、説明した例では、測定電流は、コイル電流のピーク電流であ
る。ほとんどの実装形態において、ピーク電流は追加の信号処理を要さずに直接測定する
ことができるので、これは特に有利であり得る。
【０１０４】
　上記例では、制御ループは、駆動信号のデューティサイクル及び電圧振幅のうちの少な
くとも１つを制御することによって、コイル電流を制御するように構成される。これは、
共振モードで電力伝送を実行することを可能にしつつ、コイル電流を効果的に制御するこ
とを可能にし得る。実際、共振モードでの動作中、駆動周波数は、負荷変調のための相互
変調誤差を緩和又は除去するために、送信共振回路の共振周波数と同じになるように制御
されるのが典型的である。したがって、駆動周波数を制御することによってコイル電流を
制御することは、通常は実現不可能である。また、コイル電流を直接制御するには、ブリ
ッジスイッチを備えたインバータを用いた共振回路の駆動に直接適合しない複雑な機能が
必要とされる傾向があるため、通常は実用的ではない。さらに、多くの実装形態、例えば
、送信共振回路の共振周波数が共振回路のコンデンサ又はインダクタの状態変化を遅くす
ることによって制御される実施形態では、コイル電流の直接制御は競合をもたらす。
【０１０５】
　効率的なパフォーマンスを達成するためには、受電側１０５から給電側１０１への高パ
フォーマンス負荷変調通信を提供することが重要であり、特に、低いエラーレートが達成
されることが重要である。しかしながら、従来の電力伝送システムでは、通信は、いくつ
かのシナリオにおいて準最適になる傾向があり、通信エラーが増大し、最適な電力伝送パ
フォーマンスが得られない。
【０１０６】
　特に、負荷変動を補償しようとする制御ループを実行したいという要望と、負荷変動に
起因する変化を検出することによって通信したいという要望との間に本質的な矛盾が存在
する。特に、Ｑｉのようなシステムの場合、内側ループは高速であるのに対して、通信は
比較的遅い傾向がある（具体的には、ビット持続時間（ｄｕｒａｔｉｏｎ）が内側制御ル
ープの応答と比較して比較的長い）。したがって、典型的には、単一ビットの負荷変調に
対応する負荷変動は、持続時間ビットよりもはるかに速く補償される傾向があり、したが
って負荷変動の影響の検出は困難になる。
【０１０７】
　従来、Ｑｉのようなシステムにおけるこの矛盾は、内側電力ループを比較的短い時間だ
け動作させ、介在する時間間隔を通信に当てることによって対処されてきた。具体的には
、受電側から新しい電力制御メッセージが受信されると、ターゲット電流が更新され、内
側電力制御ループが、典型的には約１０ｍｓｅｃ間アクティブ化され得る。これにより、
コイル電流が新たな目標値に適合される。次に、内側電力制御が停止され、これにより、
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コイル電流の変化を検出することによる負荷変動の検出が可能になる。典型的には、内側
電力制御ループは約１０ｍｓｅｃ間アクティブであって、メッセージ間の間隔は典型的な
最大２５０ｍｓｅｃであり、これにより、負荷通信変調は最大２４０ｍｓｅｃの時間間隔
において利用可能となる。したがって、上記のようなシステムの場合、受電側は大部分の
時間、負荷変調が検出され得る状態にある。しかし、これらの期間は、内側制御ループが
アクティブでありコイル電流を制御する比較的短い期間によって中断される。
【０１０８】
　このようなアプローチは、多くのシナリオでうまく機能することがわかっている。特に
、誘導方式で動作する場合、多くの電力伝送システムにとって効率的であることがわかっ
ている。しかしながら、発明者は上記アプローチが不利なパフォーマンスをもたらし、い
くつかのシナリオ及び用途においては、場合によっては許容されないパフォーマンスをも
たらすおそれがあることに気が付いた。特に、発明者は、特に共振方式で動作するワイヤ
レス電力伝送の場合、上記アプローチが準最適であり、場合によっては不適切である可能
性があることに気が付いた。
【０１０９】
　共振方式では、電力伝送システムは、典型的には、送信側共振回路の共振周波数及び駆
動周波数が同じになるように給電側を制御する。さらに、これらの周波数は、典型的には
、受電側１０５の共振周波数と同じになるように、又は少なくともそれに近くなるように
適合させられ得る。適合は、例えば、コイル電流が所与の受電側に対して最大になるまで
適合可能な調整可能共振回路を使用することによって達成され、駆動周波数は共振周波数
と同じになるように適合される。いくつかのアプローチでは、共振周波数の適合は、例え
ば、各サイクルの一部に関して、送信側共振回路のコンデンサを短絡することによって実
行され得る。駆動周波数及び送信側共振周波数を受信側の共振周波数に適合させる方法の
例は、例えば、ＵＳ２００４／０１３０９１５Ａ１又はＵＳ２００６／０１１３９７０Ａ
１において見つけることができる。
【０１１０】
　したがって、給電側と受電側のコイル間の距離を大きくすることが望ましい（例えば、
配置の自由度を高めるために）システムの多くでは、電力伝送は疎結合の共振方式で行わ
れ、最大効率を達成するために給電側と受電側の共振周波数がマッチングされる。しかし
、発明者は、この方式で動作するとき、一次コイルを流れる電流の振幅が受電側負荷に強
く依存し、これにより、時分割通信および内側制御ループからなる従来のアプローチに問
題が生じることに気が付いた。
【０１１１】
　　図７は、それぞれ１ｋΩ（曲線７０１）及び１０Ω（曲線７０３）の受電側負荷に関
して、１次コイルを流れる電流のシミュレーション結果を示す。この例では、給電側と受
電側の共振周波数は共に１０５ｋＨｚに設定され、コイル間の結合は０．１である。
【０１１２】
　図示されるように、受電側が負荷を接続すると、コイル電流の振幅が大幅に（＞１０ｄ
Ｂ）低下し得る（例えば、１ｋΩの内部負荷のみから、さらに１０Ωの外部負荷（例えば
、バッテリに対応）への給電のために切り替わると）。このような負荷変化に起因する大
きな電流変動は、例えば次のような問題を引き起こす可能性がある。
【０１１３】
　送信側コイル電流の振幅が低下すると、受電側によって受け取られる電力も低下する。
この電力低下があまりにも大きければ、受電側によって受け取られる電力は、適切な動作
を維持するのに十分ではなくなる。この場合、内部マイクロコントローラが再初期化され
、負荷は切断される。通常、この問題は、受電側が負荷を接続するときに発生する。この
状況では、電力伝送フェーズは常に真っ先に中止される。
【０１１４】
　一次電流の振幅が上昇すると、受電側によって受け取られる電力も増加する。この増加
が大きすぎる場合、受電側を飽和させたり、場合によっては損傷させる可能性がある。
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【０１１５】
　したがって、共振モードで動作する場合、コイル電流を制御することが特に重要である
。しかし、従来の方法では、内側制御ループは、比較的まれにしかアクティブでなく、デ
ューティサイクルも短い。実際には、時間が、給電側が受電側から負荷変調メッセージを
受信することができる通信時間間隔と、内側制御ループが所望の電流を供給するために動
作を適合させる制御間隔とに分割される。しかし、通信時間間隔中に大きな負荷ステップ
が発生した場合、相当な時間にわたってこれが補償されない可能性がある。したがって、
コイル電流は、相当な期間にわたって非常に実質的に高すぎるか、又は低すぎる可能性が
あり、誤動作を招くおそれがある。
【０１１６】
　しかし、図５のシステムでは、このようなシナリオの発生を軽減し、典型的には防止し
得る異なるアプローチが採用される。具体的には、図５のシステムでは、給電側は、通信
時間間隔の間に（内側）制御ループがアクティブになるように構成され、すなわち、給電
側は、これらの時間間隔の間に制御ループの動作及び負荷変調の受信の両方を実行し得る
。
【０１１７】
　これは、給電側が、より大きな誤差に対するループ応答と比較して、小さな誤差に対し
て減衰されるように構成された制御ループ応答を実施することによって達成される。特に
、ループ応答は、誤差がない（すなわち、測定電流がターゲット電流と同じ）状況を含む
低減された制御範囲内にあるコイル電流誤差指標に関して、減衰される。コイル電流がこ
の低減された制御範囲内にあるとき、それは、目標電流と実際の測定電流との間の差が小
さいことを表す。したがって、誤差がより大きい場合に比べて、誤差値が小さい場合には
ループ応答が減衰される。したがって、制御ループは、大きな誤差に対して、小さな誤差
に対してよりも強く応答する。
【０１１８】
　実際には、多くの実施形態において、ループは、低減された制御範囲内のエラーに対し
て応答しなくてもよい（簡略化のため、コイル電流誤差指標が低減された制御範囲内であ
る又は範囲外であることは、（電流）誤差が低減された制御範囲内である又は範囲外であ
ると表される。より一般的には、インダクタ電流誤差指標は、単に電流誤差とも呼ばれる
）。
【０１１９】
　したがって、小さい誤差に対してはループ応答がほとんど又はまったく適用されない一
方、大きな誤差に対しては強い応答が適用され得る段階的アプローチが適用される。した
がって、小さい負荷変動に対するループ応答は些細である一方、大きい誤差に対する応答
は非常に大きい可能性がある。結果として、ループは、大きな負荷変動については補償す
るが、小さな負荷変動については補償しなくてもよい。
【０１２０】
　したがって、負荷変調に起因する小さな電流変動を、受信側５０３が復調できるように
保ち得るループ応答が実現される。同時に、制御ループはアクティブのままであり、例え
ば特に受電側での大きな負荷ステップに起因する大きな電流変化を補償することができま
す。したがって、給電側は依然として負荷変動に対して適合可能であり、かつ、コイル電
流を十分に小さい範囲内に維持することができる。
【０１２１】
　したがって、制御ループを動作させるか又は負荷変調を受信するかのいずれかである従
来の時分割方式とは対照的に、図５の給電側のアプローチは、両方の機能を同時に実行す
ることを可能にする段階的ループ応答を使用することにより、これらの間の競合を解消す
る。したがって、このアプローチは、２つの動作が共存できず、ある時間において一方の
動作しか実行できないという従来の理解を打破するものである。
【０１２２】
　減衰の正確な大きさ及びタイプ、並びに低減された制御範囲の正確なサイズは、個々の
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実施形態の具体的な好み及び要件に依存することが理解されよう。パラメータは、典型的
には、受電側の負荷の変化によって引き起こされるより大きな負荷変動の十分に強い補償
を提供しつつ、負荷変調に起因する電流変動に対する制御ループの影響を最小限に抑える
ように選択され得る。
【０１２３】
　多くの実施形態では、低減された制御範囲内及び外の誤差に対するループ応答の差は、
制御ループのループゲインにおける差及び／又は制御ループの更新レートにおける差を適
用することによって実現される。サンプリングされる制御ループに関して、更新レートは
、サンプルの頻度及び／又は制御ループからの出力における変化の頻度を反映し得る（通
常、これらは同じである）。一部の実施形態では、更新レートは、制御ループの周波数応
答を変更することによって修正され得る。これは、連続的な制御ループ及びサンプリング
される制御ループの両方について行われ得る。例えば、低減された制御範囲内の値に対し
て使用されるループフィルタは、低減された制御範囲外の値に対するものよりも低いカッ
トオフ周波数を有し得る。
【０１２４】
　例えば、制御ループは、下式により与えられるＩＩＲフィルタの形態のループフィルタ
を含み得る。
【数１】

ここで、

【数２】

はコイル電流誤差指標を表す。したがって、この例では、現在コイル電流誤差指標の重み
αは、コイル電流誤差指標自体に依存する。具体的には、低減された制御範囲内のコイル
電流誤差指標に対する重みαは、低減された制御範囲外の場合よりも低い。
【０１２５】
　例えば、低減された制御範囲内のコイル電流誤差指標については、重みαはゼロに設定
され、低減された制御範囲外のコイル電流誤差指標については、適切な値に設定され得る
（例えば、多くの実用的な用途では０．１など）。その結果、ループは、負荷変調変動を
反映する小さな誤差に対しては更新しないが、受電側の大きな負荷変動を反映する大きな
誤差に対して迅速に適合するように構成される。
【０１２６】
　共振方式では、送信コイルを流れる電流は、駆動信号のデューティサイクル又は電圧を
制御することによって調整され得る。駆動信号の電圧振幅は、特に、ＤＣ／ＡＣ段（イン
バータスイッチブリッジ）のレール電圧を適合させることによって適合され得る。実際に
は、給電側と受電側の共振周波数が合致するように駆動周波数を設定することが望ましい
ことから、このパラメータは通常、電流調整のためには適していない。以下の例は、デュ
ーティサイクルを制御することによってコイル電流を制御するケースに焦点を当てている
が、例えば、電圧振幅を制御するケースにも同じ原理が適用され得ることが理解されよう
。
【０１２７】
　多くの実施形態では、具体的には、低減された制御範囲内の誤差値について、範囲外の
ものよりも低いループゲインによって、ループ応答が低減された制御範囲内で減衰され得
る。ゲインは、例えば、制御される出力の変化と誤差値との間の関係を考慮して決定され
得る。例えば、第１の部分ループ応答ＬＰ１の応答は、低減される制御範囲内の誤差値に
対して、範囲外の値に対してよりも低くてもよい。
【０１２８】
　具体的には、多くの実施形態において、ループゲインは、低減された制御範囲内の誤差
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値に対して実質的にゼロであり得る。具体的には、低減された制御範囲内の値については
、ループ応答は、制御されるパラメータ、例えば具体的には駆動信号のデューティサイク
ル及び／又は電圧振幅に変化が生じないようなものであってもよい。
【０１２９】
　考えられるループ応答の具体例が図８に示されている。この図は、駆動信号のデューテ
ィサイクルと電流誤差との間の関係を具体的に示す。したがって、この図は、第１の部分
ループ応答ＬＰ１を表すと考えることができる。第２の部分ループ応答ＬＰ２は、一定で
あると考えられてもよい（例えば、電流センサ及び誤差ユニットの一定な動作に対応して
）。
【０１３０】
　この例では、電流誤差の範囲は、ゾーンＡ、Ｂ、及びＣと呼ばれる３つのゾーンに分割
される。ゾーンＡは、低減された制御範囲に対応し、ゼロ電流誤差の周辺に位置する。ゾ
ーンＡ内、すなわち低減された制御範囲内の電流誤差については、部分ループ、よって全
ループのゲインはゼロである。したがって、Ｉａ以下の絶対誤差値ΔＩ＝｜Ｉｍ－Ｉｔａ

ｒｇｅｔ｜については、デューティサイクルは調整されない。
【０１３１】
　ゾーンＢは、ＩａからＩｂの間の絶対電流誤差ΔＩ＝｜Ｉｍ－Ｉｔａｒｇｅｔ｜に対応
する。ゾーンＢの誤差値については、ゼロよりも高い一定のゲインが適用され、すなわち
、デューティサイクルへの変化は、電流誤差に関して直線的に変化する。
【０１３２】
　ゾーンＣは、Ｉｂより大きい絶対電流誤差に対応する。ゾーンＣの誤差値については、
ゾーンＡのものよりも高い一定のゲインが適用され、すなわち、デューティサイクルへの
変化は、電流誤差に関して直線的に変化し、かつ、ゾーンＢの値についてよりも大きく変
化する。
【０１３３】
　したがって、この例では、制御ループは、異なるループ応答を有する複数のモードで動
作し得る（この具体例では、異なるループゲイン値を有する）。モードの１つは、他のモ
ードのループ応答と比較してループ応答が減衰する低減された制御モード（ゾーンＡの誤
差）である。上記具体的例では、低減された制御モードではループ応答はゼロであり、す
なわち制御は行われない。
【０１３４】
　この例では、ループ応答プロセッサ５１１は、コイル電流誤差指標に基づいてモードを
切り替えるように構成される。具体的には、ゾーンＡの絶対誤差値については、ゼロゲイ
ンに対応するモードが選択され、ゾーンＢの絶対誤差値については、ゼロより高い第１の
ゲインを適用することによって第１のモードが選択され、ゾーンＣの絶対誤差値について
は、第１のゲインよりも高い第２のゲインを適用することによって第２のモードが選択さ
れる。
【０１３５】
　したがって、上記例では、漸進的ゲインが適用される。特に、（絶対）ゲインは、絶対
電流誤差の単調増加関数である。したがって、この例では、より高い（絶対）電流誤差の
場合、より高い（又は不変の）（絶対）ゲインが適用され、すなわち、より高い（絶対）
電流誤差の場合、より強いループ応答になり、よって、よりアグレッシブなループ制御及
びより速い制御動作になる。
【０１３６】
　このアプローチは、実用的で、多くのシナリオにおいて複雑性が低い実装を可能にし得
る。さらに、現在の状態に応じてループの現在のパフォーマンスが適合され得る非常に効
率的な動作が提供され得る。具体的には、電力伝送が現在の消費電力に良好に適合される
場合、制限は適用されず、負荷変調を検出するためにパフォーマンスを最適化することが
できる。しかし、同時に、制御ループは依然としてアクティブであり、誤差が増加して所
与のレベル（Ｉａ）を上回ると、制御ループは誤差を低減させるためにデューティサイク
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ルの適合を開始する。この適合は、比較的小さな変動について最適化され、あまりに過度
又は高速なものでない可能性がある。したがって、適合は、提供される電力と所望の電力
との間の差がまだ比較的小さいことを反映し得る。これは、例えば、いくつかの実施形態
では、高いエラーレートであったとしても、依然として負荷変調を復調することを可能に
し得る。しかし、例えば、受電側の負荷の切り替えに起因する急激な負荷ステップ変化が
生じた場合、電流誤差はＩｂを超え、ループは非常に強い調整を有する第３のモード（ゾ
ーンＣ）で動作する。したがって、急速な大きい負荷変化は、素早く効率的に対処され得
る（しかし、しばしば、負荷変調が復号可能であることを犠牲にして）。
【０１３７】
　上記の例は、異なるモード間で異なる（瞬間的な）ゲイン値に関して説明したが、代替
的に又は追加で、例えば、ループの更新レートを使用して差異が達成され得ることが理解
されよう。例えば、電流誤差がゾーンＡ内の場合、ループの更新は起こらず、電流誤差が
ゾーンＢ内の場合、ループ（及び具体的にはデューティサイクル）は比較的低い頻度（例
えば、１～１０ｍｓｅｃの更新間隔）で更新され、電流誤差がゾーンＣ内の場合、ループ
は高い頻度で更新されてもよい（例えば、サイクルごとにデューティサイクルが更新され
てもよい（例えば、約１０μｓｅｃの更新間隔に対応））。更新レートは、電力の増加及
び減少のそれぞれについて異なってもよいことが理解されよう。例えば、実践では、電力
ダウン動作に関して３０μｓｅｃ及び電力アップ動作に関して７０μｓｅｃというゾーン
Ｃの更新レートが有利なパフォーマンスを提供することが認められた。
【０１３８】
　したがって、上記の例では、制御ループがアクティブのときであっても、負荷変調をサ
ポートされ得るように制御ループが構成される。実際に、負荷変調からの電流変動が依然
として検出可能であるように、小さな負荷変動に対する補償は低減／減衰され、同時に、
大きな負荷変動に対しては強力な調整／補償が提供され、これにより、例えば、共振方式
で動作する際に発生し得る大きな電流ステップに対して非常に素早くかつ効率的に対応す
ることが可能となる。
【０１３９】
　したがって、このアプローチでは、制御ループは、受電側から負荷変調を受信可能な通
信時間間隔中、制御ループがアクティブである。したがって、ループはアクティブであり
、通信時間間隔の全体において、（少なくともいくらかの）負荷／電流変動に反応するこ
とができる。給電側が電力制御と負荷変調通信とを切り替える時分割方式を導入する必要
はない。
【０１４０】
　実際に、制御ループは上述のように連続的に動作することが可能であり、受電側は常に
負荷変調によってメッセージを送信することができる。したがって、通信時間間隔は、全
期間を占めることができる（あるいは、同等に、通信時間間隔は、電力伝送プロセス／動
作全体の持続時間を有すると考えることができる）。
【０１４１】
　しかし、多くの実施形態では、通信時間間隔は、期間の一部のみを占め得る。具体的に
は、通信時間間隔は、非通信時間間隔によって散在させられ得る。通信時間間隔中、制御
ループは上記のようにアクティブであり、すなわち、ループ応答が減衰される低減された
制御範囲を実施する。しかし、通信時間間隔外、すなわち非通信時間間隔中は、他のルー
プ応答が適用され得る。具体的には、図９に示すように、給電側１０１は、ループ応答プ
ロセッサ５１１に結合されたループアダプタ９０１を備え得る。ループアダプタ９０１は
、通信時間間隔外において、すなわち非通信時間間隔中に、制御ループが、通信時間間隔
中よりも強いループ応答を有するよう、ループ応答プロセッサ５１１を制御するように構
成され得る。
【０１４２】
　具体的には、ループ応答プロセッサ５１１は、非通信時間間隔中、低減された制御範囲
を減少させ又は完全に除去するように構成され得る。例えば、通信時間間隔中、Ｉａ以下
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の絶対誤差値について（すなわち、低減された制御範囲／ゾーンＡ内の場合）、「デッド
ゾーン」（ゲインがゼロ）が実装される。しかし、非通信時間間隔中、「デッドゾーン」
は、Ｉａよりも小さい（場合によってははるかに小さい）値までにしか及ばなくてもよい
。実際には、多くの実施形態では、非通信時間間隔中、「デッドゾーン」（すなわち、低
減された制御範囲）が使用されない。
【０１４３】
　したがって、非通信時間間隔中、少なくとも一部の誤差値について、通信時間間隔中よ
りも強いループ応答が適用され、具体的には、特に、通信時間間隔中よりも小さい誤差に
ついて、より強いループ応答が適用され得る。ループアダプタ９０１は、多くの実施形態
では、低減された制御範囲内の少なくとも一部のエラー値について（しばしば、全ての値
について）、より強いループ応答を有するようにループを適合させ得る。より強いループ
応答は、具体的には、非通信時間間隔中において、少なくとも一部の誤差値（典型的には
、低減された制御範囲の）について、通信時間間隔中よりも高いゲイン及び／又は更新レ
ートによって達成され得る。
【０１４４】
　具体例として、ループアダプタ９０１は、通信時間間隔中、図８のループ応答を適用す
るようループ応答プロセッサ５１１を制御し得る。さらに、更新レートは、ゾーンＢにつ
いては５ｍｓｅｃであり、ゾーンＣについては１０μｓｅｃであってもよい。しかしなが
ら、非通信時間間隔中は、代わりに図１０のループ応答が適用され得る。さらに、更新レ
ートは、全ての誤差値について５０μｓｅｃに設定されてもよい。
【０１４５】
　したがって、この例では、ループアダプタ９０１は、非通信時間間隔において、低減さ
れた制御範囲を小さくし、多くの誤差値についてループゲインを増加させ、多くの誤差値
について更新レートを増加させるよう構成される。これらのファクタはいずれも、ループ
応答を強くし、すなわち、少なくとも一部の誤差値について、デューティサイクル／振幅
電圧の応答／出力／調整を大きくする。他の実施形態では、上記パラメータの全てを通信
時間間隔と非通信時間間隔との間で変更する必要はないことが理解されよう。例えば、一
部の実施形態では、変更されるパラメータは唯一、低減された制御範囲のサイズであり、
例えば、ゾーンＢのゲインをゾーンＡにも使用することによって達成される。
【０１４６】
　このような実施形態では、ループは、これに応じた複数の異なる方式で動作するように
構成され得る。第１の方式では、ループ応答は、小さい誤差値について減衰され、これに
より、負荷変調が可能になる又は改善される。しかし、第２の方式では、より強いループ
応答が適用され、したがって、向上された調整が達成され得る。しかし、この向上された
調整は、通信パフォーマンスの低下を犠牲にして達成され、場合によっては、給電側が負
荷変調を復調することができない可能性がある。
【０１４７】
　このような異なる方式の使用は、多くの実施形態及び用途において、特に効率的な動作
を提供することができる。例えば、第１の方式は、負荷変化や他の変化が起こりそうにな
い通信時間間隔中に動作してもよい（しかし、ループは依然としてアクティブであり、よ
って、これらが発生し、十分に大きい場合には反応することができる）。しかし、多くの
シナリオにおいて、上記制限は、コイル電流が完全に最適化されない結果をもたらし得る
。例えば、図８の例では、Ｉａ以下の誤差については何ら補正が行われない。しかし、通
信時間間隔は、向上された調整が行われる非通信時間間隔によって中断され得る。例えば
、図１０のループ応答を使用する場合、制御ループは、電流誤差をゼロに（又はこれに近
い値に）減少させ得る。したがって、２つの状態は、電力調整と通信パフォーマンスとの
間の特に魅力的なトレードオフを有する相乗効果を提供することができる。実際には、通
信時間間隔は多くの場合、比較的短くてもよく（例えば、典型的には約５～２０ｍｓｅｃ
）、一方、非通信時間間隔はそれよりも顕著に長くてもよい（例えば、典型的には約１０
０～４００ｍｓｅｃ）。したがって、このアプローチは、非常に効果的な電力制御を提供
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する一方で、電力制御が依然としてアクティブである（低減されているものの）通信時間
間隔中に通信することを可能にし得る。
【０１４８】
　給電側は、通信時間間隔及び非通信時間間隔を決定及び分割するための任意の適切な手
法を使用し得ることが理解されよう。
【０１４９】
　実際には、一部の実施形態では、通信時間間隔の決定は、受電側がメッセージを送信す
る可能性が高い／可能性があることが知られている、検出された、又は考えられる時間間
隔としてであり得る。しかし、他の実施形態では、給電側は、例えば時間フレームを比較
的任意に通信時間間隔と非通信時間間隔とに分割し得る。実際には、通信時間間隔及び非
通信時間間隔は、それぞれ、給電側が、低減された制御範囲ループ応答及びより強いルー
プ応答を使用する時間間隔に対応すると考えられてもよい。
【０１５０】
　具体的には、コントローラ５０１は、通信時間間隔を、周期的に繰り返す時間間隔とし
て決定する機能を備え得る。例えば、コントローラ５０１は、例えば２４０ｍｓｅｃの制
御時間間隔（すなわち、非通信時間間隔）と１０ｍｓｅｃの通信時間間隔とに分割される
２５０ｍｓｅｃの周期的に繰り返される時間フレームを実装することができる。したがっ
て、大部分の時間にわたって、向上された調整が実施され得る。これは、制御時間間隔の
終了時に、送信側コイルを流れる実際の電流が目標値に密接に一致することを確実にし得
る。しかし、時間フレームの一部については、負荷変調の検出を可能にしつつ、より大き
な負荷変動を補償することができる調整を依然として提供するように、調整が変更される
。
【０１５１】
　このようなアプローチは、複雑さの低いアプローチを提供し、例えば、メッセージがい
つ送信されるか分からないが、全てのメッセージが正確に受信されることが重要ではない
用途に適し得る。各通信時間間隔及び非通信時間間隔の持続時間は、調整パフォーマンス
と通信パフォーマンス（及び具体的には、通信エラーレート）との間の好ましいトレード
オフを反映するよう、個々の実施形態に適合させられ得ることが理解されよう。
【０１５２】
　多くの実施形態では、給電側は、通信時間間隔を、受電側が負荷変調メッセージを送信
する又は送信し得る可能性が高いと考えられる時間間隔として決定するように構成されて
もよい。これは、例えば、給電側及び受電側の両方が遵守しなければならない、メッセー
ジ通信のタイミングに関する制限を含む技術仕様に基づき得る。
【０１５３】
　一部の実施形態では、給電側は、受電側から送信されているメッセージを検出し、この
検出に応答して通信時間間隔を決定するように構成され得る。具体的には、コントローラ
５０１は、受電側からのメッセージのための所定のプリアンブルパターンを受信側が検出
することに応答して、通信時間間隔の開始を決定するように構成され得る。
【０１５４】
　したがって、一部の実施形態では、受電側は、所定のパターンを有するプリアンブルを
送信することによって、メッセージ又は一連のメッセージを初期化し得る。そのようなパ
ターンは、典型的には、複数のデータビットにわたる多数のトランジション及びストレッ
チを含む。したがって、そのようなプリアンブルは、典型的には、個々のビットの復調よ
りも大幅に高い確率で検出可能である。したがって、メッセージ受信機５０３は、非通信
時間間隔のより強いループ応答が使用されている場合であっても、多くの場合、所定のプ
リアンブルパターンを検出することができる。したがって、受電側は、給電側が所定のプ
リアンブルパターンの存在を検出するまで、非通信時間間隔（すなわち、より強いループ
応答）で動作し得る。これが検出されると、給電側は、受電側からの負荷変調メッセージ
を確実に復調できるようにするために、低減された制御範囲が適用される通信時間間隔に
切り替え得る。その後、給電側は、例えば所定時間の経過後、又はフルメッセージが受信
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されたときに、非通信時間間隔に戻り得る。
【０１５５】
　一部の実施形態では、ループ応答プロセッサ５１１は、通信時間間隔中に非対称ループ
応答を使用し、通信時間間隔外において、すなわち非通信時間間隔中に対称ループ応答を
使用するように構成され得る。
【０１５６】
　対称ループ応答では、コイル電流誤差に依存するループ応答は、コイル電流誤差がゼロ
に近い値の場合に対称であり得る。具体的には、ループ応答の絶対値（例えば、ループゲ
イン）が、コイル電流誤差の対称関数であってもよく、対称性は、コイル電流誤差がゼロ
であることに対応する。対称ループ応答の例は、例えば図８及び図１０に示されている。
【０１５７】
　非対称ループ応答は、対称ではないループ応答であり得る。具体的には、非対称ループ
応答では、コイル電流誤差に依存するループ応答は、コイル電流誤差がゼロに近い値の場
合に非対称である。具体的には、ループ応答の絶対値（例えば、ループゲイン）が、コイ
ル電流誤差の対称関数でなく、対称性は、コイル電流誤差がゼロであることに対応する。
非対称ループ応答の例は、例えば図１１に示されている。
【０１５８】
　例えば、図８及び図１０のような対称的な応答では、同じ絶対値であるが反対の符号を
有するコイル電流誤差について、絶対ループ応答が同じである。例えば、図１１の非対称
的な応答では、同じ絶対値であるが反対の符号を有する少なくとも一部のコイル電流誤差
について、絶対ループ応答が異なる。
【０１５９】
　非対称ループは、測定電流が目標値よりも高いことを示す誤差について、測定電流が目
標値よりも低いことを示す誤差とは異なるループ応答／ゲインを有し得る。対称ループは
、測定電流が目標値よりも高いことを示す誤差について、測定電流が目標値よりも低いこ
とを示す誤差と同じループゲインを有し得る。
【０１６０】
　具体的には、非対称ループ応答では、測定電流が目標値よりも高いことを示す誤差に対
する応答は、測定電流が目標値よりも低いことを示す誤差に対する応答よりも高くてもよ
い。実際には、後者の場合、応答がなくてもよく、すなわち、非対称応答は、送信側コイ
ルを流れる電流の増加を一切許容しないように構成され得る。
【０１６１】
　例えば、対称ループ応答は、図１０のものであってもよく、これが、非通信時間間隔中
に使用され得る。一方、通信時間間隔中には、図１１のループ応答が使用され得る。
【０１６２】
　このようなアプローチは、いくつかのシナリオにおいて安全機構を提供し得る。例えば
、Ｑｉと同様に、通信がサポートされない比較的短い間隔中に、有効な電力制御が実行さ
れ得る。しかし、従来のＱｉとは対照的に、制御ループは通信時間間隔中にアクティブの
ままであり、負荷ステップが発生して過剰な電流が生じる場合に適応できるように構成さ
れる。したがって、通信時間間隔中はフルパワーの制御が使用できない可能性はあるもの
の、制御ループは依然としてアクティブであり、電流が過剰になることを防ぐ安全機能が
提供される。
【０１６３】
　明瞭さのために、上記の説明は、異なる機能的回路、ユニット、及びプロセッサに関連
して、本発明の実施形態を説明している。しかしながら、本発明を損なうことなく、異な
る機能的回路、ユニット、又はプロセッサ間で、機能が任意に適切に分配され得ることが
理解されよう。例えば、複数の別々のプロセッサ又はコントローラによって実行されるよ
うに示された機能が、同じプロセッサ又はコントローラによって実行されてもよい。した
がって、特定の機能ユニット又は回路への言及は、厳密な論理的又は物理的な構造又は構
成を示すものではなく、説明される機能を提供するための適切な手段への言及であると考
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【０１６４】
　本発明は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、又はこれらの任意の組み合
わせを含む任意の適切な形態で実施することができる。本発明は、１つ又は複数のデータ
プロセッサ及び／又はデジタル信号プロセッサ上で動作するコンピュータソフトウェアと
して少なくとも部分的に実装されてもよい。本発明の実施形態の要素及び構成要素は、任
意の適切な態様で物理的、機能的、及び論理的に実装され得る。実際には、機能は、単一
のユニット、複数のユニット、又は他の機能ユニットの一部として実装されてもよい。し
たがって、本発明は、単一のユニット内に実装されてもよく、又は異なる複数のユニット
、回路、及びプロセッサの間で物理的及び機能的に分配されてもよい。
【０１６５】
　いくつかの実施形態に関連して本発明を説明したが、本発明は、明細書に記載される具
体的形態に限定されない。そうではなく、本発明の範囲は、添付の特許請求の範囲によっ
てのみ限定される。さらに、ある特徴が、特定の実施形態に関連して記載されているよう
に見えたとしても、当業者は、上記実施形態の様々な特徴が本発明に従って組み合わせら
れ得ることを認識するであろう。請求項において、備える等の用語は、他の要素又はステ
ップの存在を排除するものではない。
【０１６６】
　さらに、個別にリストされていたとしても、複数の手段、要素、回路、又は方法ステッ
プは、例えば、単一の回路、ユニット、又はプロセッサによって実施され得る。さらに、
個々の特徴が異なる請求項に含まれていたとしても、これらは好適に組み合わされ、異な
る請求項に含まれていることは、特徴の組み合わせが実現不可能である及び／又は有利で
ないことを意味するものではない。また、１つのクレームカテゴリー内にある特徴が含ま
れているからといって、特徴がこのカテゴリーに限定されるとは限らず、特徴は適宜、他
のクレームカテゴリーに等しく適用され得る。さらに、請求項における特徴の順序は、特
徴が作用すべき特定の順序を指すものではなく、特に、方法クレームにおける個々のステ
ップの順序は、ステップをその順序で実行しなければならないことを意味しない。むしろ
、ステップは、任意の適切な順序で実行され得る。また、単数形の表現は複数形を排除す
るものではない。したがって、「ａ」、「ａｎ」、「第１の」、「第２の」などの表現は
、複数を排除するものではない。特許請求の範囲内の参照符号は、明瞭さのための例に過
ぎず、請求項の範囲を如何ようにも限定するものではない。
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